
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年６月19日

【事業年度】 第87期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 株式会社紀文フードケミファ

【英訳名】 KIBUN FOOD CHEMIFA CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　重山　俊彦

【本店の所在の場所】 東京都中央区入船二丁目１番１号

【電話番号】 03（3206）0778

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員　経営管理部長　　櫻井　茂雄

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区入船二丁目１番１号

【電話番号】 03（3206）0778

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員　経営管理部長　　櫻井　茂雄

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

株式会社紀文フードケミファ(E00778)

有価証券報告書

 1/62



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 20,387,310 24,041,180 26,012,019 24,242,085 22,209,632

経常利益（千円） 3,170,580 4,320,942 4,423,008 3,241,082 1,686,360

当期純利益（千円） 1,767,578 2,511,799 2,552,591 1,682,240 1,154,014

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 3,585,338 3,585,338 3,585,338 3,585,338 3,585,338

発行済株式総数（株） 28,281,651 28,281,651 28,281,651 28,281,651 28,281,651

純資産額（千円） 10,163,772 12,371,376 14,348,205 15,258,807 15,632,085

総資産額（千円） 15,640,690 20,136,733 26,667,103 27,409,553 25,750,410

１株当たり純資産額（円） 359.74 437.12 507.88 540.13 553.35

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

12.00

(－)

18.00

(－)

25.00

(－)

25.00

(－)

25.00

(－)

１株当たり当期純利益（円） 62.70 88.13 89.56 59.55 40.85

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
62.56 － － － －

自己資本比率（％） 65.0 61.4 53.8 55.7 60.7

自己資本利益率（％） 18.8 22.3 19.1 11.4 7.5

株価収益率（倍） 25.0 28.5 28.3 26.8 26.2

配当性向（％） 19.1 20.4 27.9 42.0 61.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
3,596,627 3,464,777 3,421,612 2,773,054 2,442,594

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△1,455,677 △5,598,705 △7,546,199 △3,343,003 △1,360,693

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△531,666 956,606 4,226,115 455,192 △1,119,606

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
1,690,575 513,253 614,781 500,025 456,188

従業員数（名）

（外、平均臨時雇用者数）

269

(60)

331

(71)

332

(53)

357

(51)

359

(53)

　（注）１　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりません。

４　第84期・第85期・第86期・第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため

記載しておりません。

５　第85期の１株当たり配当額25円には、一部上場記念配当７円を含んでおります。
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２【沿革】

昭和14年12月 鴨川ニッケル工業㈱として創業

昭和23年１月 アルギン製造開始（鴨川工場）

昭和31年10月 ロイド製造開始（鴨川工場）

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

昭和37年４月 社名鴨川化成工業㈱と変更

昭和58年４月 社名㈱紀文フードケミファと変更

㈱紀文ヘルスフーズより、岐阜工場を譲り受ける。豆乳の製造を開始（岐阜工場）

昭和60年９月 ㈱紀文ヘルスフーズより、埼玉工場を譲り受ける。豆乳の製造を開始（埼玉工場）

昭和62年10月 子会社㈱アグミンを吸収合併。調味料製造開始（鴨川工場）

平成２年２月 ヒアルロン酸の製造開始（鴨川工場）

平成２年９月 ㈱紀文ヘルスフーズ、㈱紀文フーズより営業を譲り受ける。業務用食材の販売を開始

平成８年10月 鴨川工場がＩＳＯ（国際標準化機構）9001認証を取得

平成14年２月 岐阜工場がＩＳＯ（国際標準化機構）14001認証を取得

平成14年４月 子会社㈱アクアマテリアルを設立

平成14年10月 鴨川工場がＩＳＯ（国際標準化機構）14001認証を取得

平成15年６月 埼玉工場がＩＳＯ（国際標準化機構）14001認証を取得

医薬用ヒアルロン酸原体の製造承認と製造業許可を取得（鴨川工場）

平成16年２月 キッコーマン㈱との資本業務提携

平成16年12月 埼玉県狭山市に新埼玉工場を取得

　平成17年４月 子会社㈱アクア食品を設立

平成17年８月 新埼玉工場が豆乳の製造を開始

 平成18年３月 ㈱東京証券取引所市場第一部に上場

平成18年６月

平成20年３月

キッコーマン㈱の連結子会社となる

キッコーマン㈱を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換契約を締結
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３【事業の内容】

　当社は、ヒアルロン酸、ロイド、アルギン、豆乳飲料、調味料の生産・販売及び業務用食材の販売を

主な事業とし、その他これらに付帯する事業を営んでおります。系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は出
資金（千円）

主要な事業の内容
議決権の被所
有割合（％）

関係内容

（親会社）      

キッコーマン株式会社

（注）
千葉県野田市 11,599,398

しょうゆ・飲料等

の製造及び販売

50.2

 

同社の商品を当社

が仕入れ

 飲料・化成品事業 

 における研究開発

役員の兼任　５名

　（注）　有価証券報告書を提出しております。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

359　（53） 35.5 9.7 5,204

　（注）１　従業員数は就業人員数であり、（　）内は外数で臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当期の世界経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融・資本市場の混乱等の影響もあり、減速の動きが広

がっております。わが国経済については、穏やかながら成長が持続していますが、やや足踏み状態に入っております。

　飲料・食品業界及び化成品業界においては、原材料価格の高騰等により商品価格の値上げに踏み切る企業が相次い

でおります。また消費者の皆様の、安全・安心・健康への関心がさらに高まってきております。

　このような環境下、当社は品質の向上、生産コストの削減に取り組む一方、環境面にも配慮しながら、目標達成に向け

て事業を進めてまいりました。

　その結果、当社の３事業部門の売上高合計は22,209百万円（前年比8.4％減）、営業利益は1,865百万円（前年比42.8％

減）、経常利益は1,686百万円（前年比48.0％減）、当期純利益は1,154百万円（前年比31.4％減）となり、残念ながら前

年比で減収減益となりました。

　事業部門別の業績の概況は次のとおりであります。

（事業部門別売上高及び営業利益）

 年度
19年３月期 20年３月期

前年比 前年比

 部門 増減額 増減率

  百万円 百万円 百万円 ％ 

 化成品 2,756 2,898 142 5.2

売 上 高 飲　料 16,300 14,009 △2,291 △14.1

 食　材 5,184 5,300 116 2.3

 合　計 24,242 22,209 △2,032 △8.4

 化成品 242 100 △141 △58.5

営業利益
飲　料 2,751 1,482 △1,268 △46.1

食　材 267 281 13 5.2

 合　計 3,261 1,865 △1,396 △42.8

　

［化成品部門］

　化成品部門の売上高のうち、当社独自の技術を用いて製造するヒアルロン酸は化粧品用途が順調に推移し、食品用途

も前年の中国品等の販売価格低下による競争激化に歯止めがかかりましたが、医薬品用途で注文の期ずれがあり、ヒ

アルロン酸全体では前年を下回りました。

　一方、ビールの泡持ちの向上やドレッシングの安定性を良くするロイドについては、海外において食品用途に新規採

用され増加いたしました。

　アルギンについても、既存用途の拡大及び新規用途の採用により前年を上回りました。

　この結果、化成品部門の売上高は2,898百万円（前年比5.2％増）となりましたが、営業利益は原材料及び光熱費の価

格高騰等により、100百万円（前年比58.5％減）となりました。

［飲料部門］

　大豆イソフラボンの過剰摂取報道による影響は薄らぎ、豆乳に対する消費者意識（自社調査）も回復基調となりま

したが、果菜飲料の活況等により小売店頭売場の確保が遅れ、豆乳の市場は収縮しております。

　当社のシェアは上昇（平成19年１月～12月期51.6%、前年同期48.5%で3.1ポイントの増加）しておりますが、売上高の

回復は遅れております。

　この結果、受託充填も含めた飲料部門の売上高は14,009百万円（前年比14.1％減）となり、営業利益は売上高の減少

に伴う限界利益の減少、前期設備投資による減価償却費の負担増もあり、1,482百万円（前年比46.1％減）となりまし

た。
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［食材部門］

　練製品は、はんぺん類・さつま揚類の新商品の提案により外食・中食への新規導入、また上期に苦戦していた竹輪類

も、ユーザー様への商品規格対応を続け年間でプラスに転じ、売上高は前年を上回りました。

　調味料は、おでん汁関連商品と添付調味料の好調により、売上高は前年を上回りました。

　その他では、豆乳類の既存外食の増加はありましたが、夏場の鰻類の大幅減により売上高は前年を下回りました。

　この結果、食材部門の売上高は5,300百万円（前年比2.3％増）となり、営業利益は281百万円（前年比5.2％増）となり

ました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当事業年度のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 区分 金額（百万円） 金額（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,773 2,442

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,343 △1,360

財務活動によるキャッシュ・フロー 455 △1,119

現金及び現金同等物の増減額 △114 △43

現金及び現金同等物の期末残高 500 456

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、2,442百万円となりました。これは主に、税引前当期純利益（1,964百万

円）と減価償却費（1,934百万円）、法人税等の支払額（△863百万円）によるものです。

　また、前年同期に比べ、営業活動によるキャッシュ・フローは330百万円減少しました。これは主に、売上債権の

減少や法人税等の支払額の減少などの増加要因を、税引前当期純利益の減少や仕入債務の減少、未払消費税等の

減少などの減少要因が上回ったことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△1,360百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支

出（△1,151百万円）によるものです。

　また、前年同期に比べ、投資活動によるキャッシュ・フローは1,982百万円増加しました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出が減少したことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、△1,119百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出

（△1,415百万円）によるものです。

　また、前年同期に比べ、財務活動によるキャッシュ・フローは1,574百万円減少しました。これは主に、短期借入金

の純増減額の減少によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％）

化成品部門 2,892,061 △5.1

飲料部門 13,959,070 △13.9

食材部門 581,712 1.8

合計 17,432,844 △12.1

　（注）１　生産高 ＝
販売金額

× 生産数量
販売数量

        ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）仕入実績

　当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 仕入高（千円） 前年同期比（％）

化成品部門 17,085 △11.9

飲料部門 136,631 △14.7

食材部門 3,530,356 0.1

合計 3,684,073 △0.6

　（注）１　仕入高は、仕入価格で表示してあります。

　　    ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注実績

　当社の製品は、見込生産であり、受注生産は行っておりません。

(4）販売実績

　当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％）

化成品部門 2,898,985 5.2

飲料部門 14,009,647 △14.1

食材部門 5,300,999 2.3

合計 22,209,632 △8.4

　（注）１　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱紀文食品 8,421,183 34.7 7,651,117 34.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社紀文フードケミファ(E00778)

有価証券報告書

 8/62



３【対処すべき課題】

　当社は、平成20年８月１日より、キッコーマン株式会社の完全子会社となることが予定されております。今後は両社

の持つ経営資源を迅速且つ効率的に投入できる体制をもって、両社の持つ飲料事業等の機能強化を図り、企業価値向

上を目指してまいります。

　今後、キッコーマン株式会社と次の領域において機能強化及び効率化の具体的な検討を行い、当社の中長期的体制の

構築及び経営目標の指標化を進めてまいります。

・　飲料事業における機能強化及び効率化（R&D、マーケティング、製造、販売、物流）

・　バイオ・化成品分野における機能強化及び効率化（R&D、マーケティング、製造、販売）

・　間接業務における機能強化及び効率化

 

４【事業等のリスク】

  当社の経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであり、不確実性

を含んでいるため、実際の結果と大きく異なる可能性もありますのでご留意ください。

　

 （1） 原材料の安定確保及び安全性について

  当社の生産に使用される原材料は、天候不順による不作等により製造原価が上昇する可能性があります。安定購入

が確実に実行できなかった場合、また、農産物への遺伝子組換え穀物・農薬の混入、魚や海藻等海産物の汚染・感染症

の発生により安全性が確保できなくなる事態が発生した場合においては、原材料原価の高騰による影響を被り、当社

の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

 （2） 製品の欠陥

  当社は、厳格な品質管理基準に基づき製品の製造をしておりますが、全ての製品について欠陥が無く、将来に製品回

収等の事態が発生しないという保証はありません。製造物賠償責任については保険に加入しておりますが、この保険

ですべての損失をカバーできるとは限らず、大規模な製品回収や損害賠償は多額のコスト増の要因や当社の評価に重

大な影響を与えることになり、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

 （3） 海外での訴訟による影響

  当社は、化成品で医薬品原料を主に海外へ輸出しておりますが、製品クレームや事故によって損害が発生し、訴訟を

起こされる事態が起きた場合、また、医薬品の副作用については薬事法の基準に従って品質管理及び検査を実施して

おりますが、人体に悪影響を及ぼす事が起きた場合には、対応するための費用の発生に止まらず、あらゆる制裁措置に

より信頼を失墜し、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 （4） 主要取引先の業績悪化による影響

  当社の主要販売先及び仕入先の経営状態の悪化により、売掛債権の回収が滞った場合、または原材料の供給停止、仕

入商品の欠品、製造中止により供給が滞った場合や、取引先が企業不祥事等事件・事故を起こした場合は、間接的に当

社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

  （5） 災害や停電等による影響

  当社は、製造ラインの中断を防止するため、定期的な設備点検を実施しておりますが、生産設備で発生する災害・停

電またはその他不慮の事象による影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。岐阜工場を含む東海地方で

大規模な地震やその他操業を中断する事象が発生した場合、主力製品の生産能力が著しく低下する可能性がありま

す。

　

  （6） 環境汚染による影響

  当社は、鴨川工場・岐阜工場・埼玉工場・新埼玉工場でＩＳＯ（国際標準化機構）14001の認証を取得し、環境問題

には十分に配慮しておりますが、設備の故障、事故、その他予期せぬ事象により地域に対して環境を害した場合には、

企業の社会的責任が追及され、当社の信頼を失墜する可能性があります。
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  （7） 法的規制

　当社は、国内において食品安全基本法、製造物責任法、薬事法、危険物取締法、水質汚濁禁止法、容器包装に係る分別収

集及び再商品化の促進に関する法律（通称：容器包装リサイクル法）、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（通称：独占禁止法）、不当景品類及び不当表示防止法（通称：景品表示法）、不当競争防止法、下請代金支払遅

延等防止法等の法的規制を受けております。海外諸国につきましても、関税、輸出入規制、当該国の法的規制の適用を

受けております。これらの法的規制の順守に努めておりますが、今後、これらの規制を順守できなかった場合、あるい

は予測し得ない規制の新設、変更、強化等があった場合には、当社の活動が制限され、当社の業績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

（１）商標使用契約

契約年月日 契約相手先 契約の名称 契約目的及び内容 契約期間

平成12年９月１日 ㈱紀文食品 商標使用許諾契約

商標の使用許諾に関する

もの

（売上歩合）

10年間

　（注）　「契約目的及び内容」欄の（　）内は商標使用料の支払方法であります。

（２）キッコーマン株式会社との株式交換契約

　当社は、キッコーマン株式会社（以下、「キッコーマン」といいます。）を完全親会社、当社を完全子会社とする株式

交換（以下、「本株式交換」といいます。）について、平成20年２月26日に開催された取締役会において株　　

式交換基本合意書を決議し、これを締結し、平成20年３月19日に開催された取締役会において、株式交換契約（以下、

「本株式交換契約」といいます。）を決議し、これを締結いたしました。本株式交換契約は、平成20年６月18日開催の

定時株主総会において承認され、本株式交換契約の効力発生日である平成20年８月１日に本株式交換の実施を予定し

ております。　

 ① 株式交換の目的

  当社は、大豆、海藻、魚類といった自然の恵みと醗酵物を素材に、『「抽出技術」を核として健食健美を科学す

る』企業を目指し、豆乳飲料事業を核に、トップブランドとしての地位を築きあげてまいりました。

  キッコーマンは、高いクオリティの商品・サービスを提供していくことを経営理念に掲げ、「食と健康」の分野

でのグローバルな事業展開を行ってまいりました。トップブランドであるキッコーマンしょうゆを始めとして、つ

ゆ・たれ等のしょうゆ関連調味料や飲料・酒類・健康食品・バイオ等の事業で世界各市場に合わせた開拓と深耕

を行っております。

　こうした両社の方針が合致し、両社協業での飲料事業の強化を目的にキッコーマンと当社は、平成16年２月26日よ

り資本及び業務提携関係を構築し、相互の経営資源を有効的に活用することで両社の事業拡大、新商品の共同開発、

効率化を図ってまいりました。両社は、特にチルド飲料やチルドスープの共同開発等、キッコーマンのデルモンテ事

業と当社の豆乳飲料分野を中心とした取り組み強化を軸に事業面での協業を進め、平成18年６月23日付にて当社が

キッコーマンの連結子会社となったことにより、飲料事業分野にとどまらず、健康食品やバイオ分野等の新たな分

野におけるシナジー創出に努めてまいりました。

　しかし、昨今は食品原材料等の高騰や市場競争の激化が進み、両社を取り巻く環境が変化している状況を踏まえ、

これまでの両社の関係をさらに強化し、築き上げてきた資本・業務提携のスピードアップを図るために、当社は、激

変する経営環境のもとで企業価値を向上させるためには、今回の完全子会社化が必要な施策であると判断いたしま

した。

  上記のとおり、今回の目的がキッコーマンによる当社の完全子会社化であり、これを迅速且つ確実に行うことが

両社にとって重要であるとの判断から、株式交換という手法によることといたしました。

  本株式交換を経て、経営を一体化し、共同開発等にとどまらず、両社の持つ経営資源を迅速且つ効率的に投入でき

る体制をもって両社の持つ飲料事業等の機能強化を図ることで、グループとしての中長期的な成長戦略を確実に実

行し、両社の企業価値向上を目指してまいります。

　 今後、両社において以下の領域において機能強化及び効率化の具体的な検討を行います。

　・　飲料分野における機能強化及び効率化（R&D、マーケティング、製造、販売、物流）

　・　バイオ・化成品分野における機能強化及び効率化（R&D、マーケティング、製造、販売）

　・　間接業務における機能強化及び効率化
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 ② 株式交換の内容

  キッコーマンは、本株式交換に際して、本株式交換の効力発生日の前日の最終の当社の株主名簿（実質株主名簿

を含みます。以下同じ。）に記載または記録された当社の株主（実質株主を含みます。以下同じ。但し、キッコーマン

を除くものとし、且つ、会社法第785条の規定に基づきその有する株式の買取りの請求をする当社の株主について

は、当該株主に代えて当社が当社の株主として記載または記録されているものとみなします。）に対し、当該株主が

保有する当社普通株式数に、以下の方法により算出される株式交換比率を乗じて得た数のキッコーマンの普通株式

を割り当てます（以下、かかる方法で株式交換比率を算定する方法を「変動制株式交換比率方式」といいます）。

　　株式交換比率＝1,100円／キッコーマンの普通株式の平均株価

 

　『キッコーマンの普通株式の平均株価』は、東京証券取引所における株式価値評価期間中の各取引日のキッコー

マンの普通株式１株当たりの売買高加重平均価格の平均値です。

  『株式価値評価期間』とは、平成20年７月10日(同日を含みます。)から同年７月16日(同日を含みます。)までの５

取引日です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 ③  株式交換比率の算定根拠等

  ア．変動制株式交換比率方式採用の背景

  本株式交換では、当社の単元株式数は100株であることから、単元株式数が1,000株であるキッコーマン株式が

割当交付された場合に単元未満株式を保有することとなる当社株主が相当数発生することが想定されており、そ

の特殊性を十分に鑑み、当社株主に対し最大限配慮することが重要であるという認識のもと、株式交換比率の算

定方式についても両社で協議を行ってまいりました。

　わが国における株式交換に際しては、株式交換契約締結の公表時（以下、「公表時」といいます。）に株式交換

比率が確定した数値によって決定され、当該交換比率によって、株式交換完全子会社の株主に対し、その保有する

同社株式１株につき交付される株式交換完全親会社株式の数を確定数で定める方式が一般的に採用されており

ます。当該方式においては公表時において株式交換比率が固定され、対価として交付される株式交換完全親会社

の株式数は確定しますが、同時点では、株式交換完全子会社の株主が最終的に効力発生日において保有すること

となる株式交換完全親会社株式に係る価値までは確定せず、これは効力発生日の株式交換完全親会社の市場株価

によって確定することとなります。また、一般的に、株式交換比率決定時から効力発生日までに数ヶ月かかるた

め、その間に株式交換完全親会社の市場株価が変動した場合、市場における裁定取引により株式交換完全子会社

の市場株価も連動することが観察されます。

　一方、今回採用した変動制株式交換比率方式は、公表時に株式交換完全子会社の株式価値を確定し、同社株式１

株につき対価として交付される株式交換完全親会社株式の数は、効力発生日直前の一定期間における株式交換完

全親会社の平均株価をもとに決定されるため、株式交換完全子会社の株主が最終的に効力発生日において保有す

ることとなる株式交換完全親会社株式に係る価値は公表時に確定しますが、他方で株式交換比率及び対価として

交付される株式交換完全親会社の株式数は公表時には確定せず、これらは効力発生日直前の上記一定期間満了時

において確定することとなります。

　これら２つの方式の特徴を検証した上で、両社の株主にとっての有益性を総合的に勘案した結果、以下の理由に

基づき、変動制株式交換比率方式がより最適な方式と判断いたしました。　

　当社株主にとっては、変動制株式交換比率方式の採用により、キッコーマンの市場株価の変動リスクを負担する

ことなく、本株式交換の効力発生日において受領できる対価（1,100円に相当するキッコーマン株式）が現時点

において確定されることになります。これにより、現時点より株式交換に至るまでの期間において、当社の市場株

価が、キッコーマンの市場株価の変動に影響されることを回避することが可能となり、適切な判断がしやすくな

るものと考えられます。

　一方、キッコーマン株主にとっては、当社を完全子会社にするための対価を明確に金額で表すことにより、今後

の事業戦略上、将来得られるキャッシュフロー及び両社が協力して発揮するシナジー効果の期待値を明確にする

ことができ、キッコーマン株主による的確な判断に資するものと考えられます。
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　イ．株式交換比率の算定根拠

　本株式交換の株式交換比率の算定については、その公正性・妥当性を担保するために、第三者算定機関として、

キッコーマンは株式会社KPMG FAS（以下、「KPMG FAS」といいます。）に、当社はGCAサヴィアン株式会社

（以下、「GCAS」といいます。）に専門家としての意見を求めることとし、それぞれ株式交換比率の算定を依頼

いたしました。

　両社は第三者算定機関を交え、それぞれ両社の財務状況、資産状況、財務予測等の将来収益や市場株価の動向等

の要因を勘案しながら、慎重に協議を重ねてまいりました。その結果、変動制株式交換比率方式を採用することと

なりました。

　その後、当社の価値については、それぞれの第三者算定機関より受領した株式交換比率算定の基礎となる１株当

たり株式価値の指標値（以下、「１株当たり価値」といいます。）の分析結果を参考に両社で真摯に協議し、市場

株価方式その他複数の算定方式による分析結果を考慮しつつも、最終的には、財務状況、営業状況、及び将来収益

を織り込んだ事業計画を総合的に勘案したディスカウンテッド・キャッシュフロー方式（以下、「DCF方式」と

いいます。）を用いた分析結果を重視し、それぞれ自らの第三者算定機関から提示を受けた結果の範囲内で、１株

1,100円とすることが妥当と判断し、両社合意に至りました。

　一方、対価として交付するキッコーマンの株式価値については、変動制株式交換比率方式であることから本株式

交換の効力発生日直前の株価を採用することが望まれますが、効力発生日前に必要とされる所定の証券保管振替

制度上の事務対応機関を設け、その直前の一定期間における各取引日の売買高加重平均価格の平均値とすること

が妥当と判断いたしました。

　KPMG FASは、株式交換比率算定の基礎となる当社の１株当たり価値について市場株価方式、DCF方式、その他

一般に認められた複数の算定方式を採用して分析し、本株式交換の実態等に照らして、下記の表に基づき、キッ

コーマンに対して各算定方式の結果の意味するところの説明を行いました。

 算定方式
株式交換比率算定の基礎となる１株当たり

価値のレンジ　

① 市場株価方式 730円～848円　

② DCF方式 964円～1,138円

（注）市場株価方式については平成20年２月26日を基準日として、基準日までの１ヶ月間から３ヶ月

間の終値単純平均価格を採用しております。なお、平成20年２月26日の基本合意発表後の当社の市場

株価についても分析しております。

　GCASは、当社の１株当たり価値については、市場株価にM&A類似取引事例から観察される一定のプレミアムを

加算する方式、DCF方式、その他一般に認められた複数の算定方式を採用して評価を実施し、本株式交換の実態等

に照らして、下記の表に基づき、当社に対して各算定方式の結果の意味するところの説明を行いました。

 算定方式
株式交換比率算定の基礎となる１株当たり

価値のレンジ　

①

市場株価方式

（M&A類似取引事例によるプレミアム加

算）

819円～1,071円　

② DCF方式 876円～1,266円

（注）市場株価方式については平成20年２月26日を基準日として、基準日までの１週間、１ヶ月及び

３ヶ月間の出来高加重平均値を参照し、さらにGCASが類似と認める取引事例から観察されるプレミ

アムを加算する方式を採用しました。さらに、平成20年２月26日の基本合意発表後の当社の市場株価

についても検証しております。

　ウ．算定機関との関係

　KPMG FAS及びGCASはいずれも、キッコーマン及び当社の関連当事者には該当いたしません。
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 ④ 株式交換後の完全親会社の状況

　商号　　　　　　　　キッコーマン株式会社

　事業内容　　　　　　しょうゆ、しょうゆ関連調味料、食品、酒類、飲料、医薬品等の製造及び販売

　本店所在地　　　　　千葉県野田市野田250番地

　代表者の役職・氏名　代表取締役社長　　染谷　光男

　資本金　　　　　　　11,599百万円

　総資産（連結）　　　現時点では確定しておりません。

　純資産（連結）　　　現時点では確定しておりません。

　決算期　　　　　　　３月31日

６【研究開発活動】

　当社の研究開発活動は研究開発部が中心になって行っており、化成品・飲料・食材の３つの開発グループにより、市

場ニーズの変化に迅速に対応し、付加価値のある差別化した商品の開発を進めております。

　当期における研究開発費は267,307千円であり、活動状況は次のとおりであります。

［化成品部門］

　低分子ヒアルロン酸は生産に向けて準備を進めております。医薬品原体用のヒアルロン酸低分子画分の膜分離技術

については引き続き開発を進めております。　

　発酵セラミドに含まれる細菌由来スフィンゴ糖脂質については、免疫活性化作用に関する基礎研究及び特許出願を

終え、製造工程の開発を進めております。

　一方、海藻から抽出、精製するアルギン酸類では、玩具用製剤７品を開発し、引き続き食品用の製剤開発、医薬品添加

物として点眼剤用のアルギン酸の開発を進めております。

　当事業に係る研究開発費は117,552千円であります。

［飲料部門］

　豆乳の基礎研究については、飲料以外の業務展開を考えた食品素材として利用できる研究開発を進めており、また

更なる美味しさを求める中で、加工技術と併せて原料大豆の加工特性を把握する研究も進めております。

　新商品として、スーパーチリング製法で作られた「おいしい調製豆乳」、女性向け商品として季節の食材を使った

豆乳飲料として２品、自然派飲料として当社ヒアルロン酸を使った商品３品、子供向け豆乳として３品発売いたしま

した。

　大豆の持つヒトへの有効性研究については、引き続き大学の研究室と進めておりますが、その成果として、厚生労働

省へ特定保健用食品の表示許可を２件申請いたしました。

　当事業に係る研究開発費は105,063千円であります。

［食材部門］

　高齢社会の加速により嚥下や咀嚼が困難な方が増え、老健施設等での食事でも嚥下や咀嚼しやすい食材が求められ

ており、常食と同じ形態で嚥下、咀嚼しやすい魚肉練製品として「やわらかシリーズ」に続く「ふんわりシリーズ」

６品を新たに開発いたしました。

　また、若年層に練製品をより食べてもらうため大手外食チェーン向けに「お好み焼き風のさつま揚げ」１品、中京地

区を中心とした外食チェーン向けにご当地商品として「どて煮風のおでん」１品、量販店の惣菜コーナー等での販売

用として「根菜ちぎり揚」１品等の計９品を開発し、発売いたしました。

　当事業に係る研究開発費は44,691千円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　本項に記載の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月19日）現在において当社が判断したもので

あります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

  当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成に当たりまして、見積りが必要となる事項につきましては、合理的な基準に基づき会計上の見積りを

行っております。

(2) 経営成績の分析

 ① 売上高

　当期の売上高は22,209百万円となり、前期の24,242百万円に比べ、2,032百万円の減収（前期比8.4％減）となりました。

豆乳市場の収縮する厳しい環境の中で、豆乳飲料の売上が減少したことが主な原因であります。

　各事業部門別の情報につきましては、第２[事業の状況]-１[業績等の概要]-(1)業績に記載のとおりであります。

 ② 売上原価及び売上総利益

  当期の売上原価は16,244百万円となり、前期の16,420百万円に比べ、176百万円の減少（前期比1.1％減）となりました。

製品増減の減少206百万円、製造原価中の減価償却費155百万円の増加（前期比9.6％増）により、製造量の減少に伴う材

料費、諸経費の減少が相殺されました。

　この結果、当期の売上総利益は5,965百万円となり、前期の7,821百万円に比べ、1,855百万円の減益（前期比23.7％減）と

なりました。

　また、売上高に対する売上総利益率は、32.3％から26.9％へと5.4ポイント低下いたしました。

 ③ 販売費及び一般管理費並びに営業利益

　当期の販売費及び一般管理費は4,099百万円となり、前期の4,559百万円に比べ、459百万円の減少（前期比10.1％減）と

なりました。売上高の減少及び経費節減による発送及び配送費209百万円の減少（前期比13.3％減）、販売促進費256百万

円の減少（前期比18.9％減）が主な原因であります。

　この結果、当期の営業利益は1,865百万円となり、前期の3,261百万円に比べ、1,396百万円の減益（前期比42.8％減）とな

りました。

　また、売上高に対する営業利益率は、13.5％から8.4％へと5.1ポイント低下いたしました。

 ④ 営業外損益及び経常利益

　当期の営業外収益は17百万円となり、前期の55百万円に比べ、37百万円の減少（前期比68.5％減）となり、営業外費用は

196百万円となり、前期の75百万円に比べ、120百万円の増加（前期比159.2％増）となりました。為替差損の増加

60百万円（前期比－％）が主な原因であります。

　この結果、当期の経常利益は1,686百万円となり、前期の3,241百万円に比べ、1,554百万円の減益（前期比48.0％減）とな

りました。

　また、売上高に対する経常利益率は、13.4％から7.6％へと5.8ポイント低下いたしました。

 ⑤ 特別損益

　当期の特別利益は412百万円となり、前期の3百万円に比べ、408百万円の増加となりました。当期は、厚生年金基金の代

行部分の将来分返上認可による過去勤務債務の償却額405百万円を計上しております。

　当期の特別損失は134百万円となり、前期の397百万円に比べ、263百万円の減少（前期比66.2％減）となりました。前期

の原材料仕入契約解約損176百万円及び、廃棄物処分場（千葉県鴨川市）の環境対策工事費用131百万円が主な原因であ

ります。

 ⑥ 法人税等及び当期純利益

　当期の法人税等は810百万円となり、前期の1,164百万円に比べ、354百万円の減少（前期比30.4％減）となりました。

　この結果、当期の純利益は1,154百万円となり、前期の1,682百万円に比べ、528百万円の減益（前期比31.4％減）となりま

した。
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(3) 財政状態の分析

 ① 資産

　当期末の総資産は25,750百万円となり、前期末の27,409百万円に比べ、1,659百万円の減少（前期比6.1％減）となりまし

た。

　流動資産は売掛金409百万円の減少等により、512百万円の減少となりました。有形固定資産は1,063百万円の取得があ

り、減価償却等により863百万円の減少となりました。無形固定資産は9百万円の減少となりました。投資その他の資産は

繰延税金資産の減少、投資有価証券の評価の減少等により273百万円の減少となりました。

 ② 負債

　当期末の負債は10,118百万円となり、前期末の12,150百万円に比べ、2,032百万円の減少（前期比16.7％減）となりまし

た。

　流動負債は一年以内返済予定の長期借入金の減少、未払法人税等の減少、買掛金の減少により、1,608百万円の減少とな

りました。固定負債は退職給付引当金の減少により、424百万円の減少となりました。

 ③ 純資産

　当期末の純資産は15,632百万円となり、前期末の15,258百万円に比べ、373百万円の増加（前期比2.4％増）となりまし

た。

　剰余金の配当706百万円及び当期純利益1,154百万円により、利益剰余金が447百万円の増加となりました。

　これらの結果、自己資本比率は55.7％から60.7％へと5.0ポイント上昇いたしました。また、１株当たり純資産は540.13円

から553.35円へと13.22円上昇いたしました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　　当期は、化成品部門及び飲料部門の生産能力増強等のため、全体で1,063,082千円の設備投資を行いました。

　　化成品部門においては、ヒアルロン酸、アルギン等の製造設備に256,395千円の投資を行いました。　

　　飲料部門においては、豆乳製造設備に対して岐阜工場では274,313千円、埼玉工場では257,752千円、新埼玉工場では

210,486千円の投資を行いました。

２【主要な設備の状況】

事業所名
（所在地）

事業部
門

業務内容
及び主要
生産品目

面積
（㎡）

帳簿価額（千円）
従業
員数
(人)

土地 土地 建物 構築物 機械装置
車両運
搬具

工具器
具備品

長期前
払費用

合計

製造

設備

鴨川工場

（千葉県鴨川

市）

化成品

ヒアルロ

ン酸・

ロイド・

アルギン

(390)

31,214 169,156 1,006,758 591,343 1,208,260 3,330 64,185 － 3,043,035
85

(13)

有機肥料 6,099 1 91,840 34,514 － － － － 126,357 －

岐阜工場

（岐阜県瑞穂

市）

飲料

豆乳類 20,064 741,353 1,016,071 296,859 2,178,422 3,981 53,448 80,429 4,370,567
87

(10)

埼玉工場

（埼玉県狭山

市）

豆乳類

(1,923)

3,893 998,068 313,022 79,890 663,295 509 11,321 15,698 2,081,806
26

(4)

新埼玉工場

（埼玉県狭山

市）

豆乳類 17,283 1,516,808 3,129,052 290,653 4,078,323 930 68,336 69,008 9,153,111
64

(7)

  食材 調味料類 － － 3,389 － 201,518 327 1,914 － 207,151
12

(4)

その

他の

設備

本社

（東京都中央

区）

  － － 13,165 － － 9,841 72,399 2,714 98,121
65

(14)

鴨川社宅

（千葉県鴨川

市）

  6,032 349,221 18,253 － － － － － 367,475  

その他

（千葉県鴨川

市）

  345,009 167 － － － － － － 167  

　（注）１　土地の（　）内の面積は、賃借中のものを示しております。

２　化成品部門のうち有機肥料製造設備は、賃貸営業用資産であります。

３　その他の設備中、その他の土地は、創業時に鉱石採取のため鴨川市内に取得した山林、原野であり、現在は、一

部を除き遊休地であります。

４　従業員数の（　）内は外数で臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５　リース契約による主な賃借設備はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　特記すべき事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,000,000

計 66,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月19日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 28,281,651 28,281,651 東京証券取引所市場第一部 －

計 28,281,651 28,281,651 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年４月１日～

平成16年３月31日

（注）

184,025 28,281,651 30,364 3,585,338 30,294 2,720,803

　（注）　転換社債の転換による増加であります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株式

の状況

（株）
政府及び地方

公共団体
金融機関

金融商品取引

業者
その他の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 33 35 117 58 7 17,259 17,509 －

所有株式数（単元） － 22,269 5,054 156,009 14,170 19 85,095 282,616 20,051

所有株式数の割合

（％）
－ 7.88 1.79 55.20 5.01 0.01 30.11 100.00 －

　（注）１　自己株式31,521株は、「個人その他」に315単元、「単元未満株式の状況」に21株含まれております。

 　　　 ２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が30単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

キッコーマン株式会社 千葉県野田市野田250 14,157 50.1

株式会社紀文食品 東京都中央区銀座５-15-１ 1,003 3.5

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町２-11-３ 358 1.3

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社）

東京都千代田区内幸町１-１-５

（東京都中央区晴海１-８-12 晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟）

350 1.2

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２-３ 350 1.2

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海１-８-11 343 1.2

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１-９-１ 258 0.9

保芦將人 東京都杉並区 229 0.8

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリ

ティーズ（ジャパン）リミテッド

（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会

社）

（日本に於ける代表者　安田雄典）

東京都千代田区丸の内１-９-１

グラントウキョウノースタワー
200 0.7

バークレイズバンクピーエルシーバー

クレイズキャピタルセキュリティーズ

（常任代理人　スタンダードチャーター

ド銀行）

　CHURCHILL PLACE, LONDON E14 ５

HP, UNITED KINGDOM

（東京都千代田区永田町２-11-１ 山王

パークタワー21階）

196 0.7

計 － 17,446 61.9

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

31,500
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

28,230,100
282,301 －

単元未満株式
普通株式

20,051
－ １単元（100株）未満株式

発行済株式総数 28,281,651 － －

総株主の議決権 － 282,301 －

　（注）１　「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権30個）含

まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

株式会社紀文フードケミファ
東京都中央区入船

２－１－１
31,500 － 31,500 0.1

計 － 31,500 － 31,500 0.1

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　 平成20年５月31日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 336 397,500

当期間における取得自己株式 144 155,044

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 31,521 － 31,665 －

 　(注)当期間における取得自己株式及び保有自己株式数には平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単

　　   元未満株式の買取による株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な政策と位置づけており、収益力の向上、財務体質の強化を図りな

がら安定した配当を継続することを基本方針として考えております。

　配当金につきましては、業績及び配当性向等を総合的に勘案して、株主の皆様のご期待に応えていきたいと考え

ております。この方針のもと、配当については配当性向20％以上を目安としております。

  毎事業年度における配当金については、現在は年１回の期末配当としております。なお配当の決定機関は、取締

役会であります。

　なお、当社は期末配当、中間配当の他、基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めており

ます。

　内部留保金の使途につきましては、企業価値の増大を図るために、経営体質の一層の強化と将来の成長分野への

設備投資及び研究開発を行っております。これらの考えにもとづき、平成20年３月31日を基準日とする配当金に

ついては、下記の表の通りといたしました。

　なお、平成20年８月１日よりキッコーマン株式会社の完全子会社となることが予定されており、次期以降の配当

金につきましては、完全子会社化の状況等を勘案して今後検討してまいります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円）

 平成20年５月15日取締役会決議 706 25

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 1,625 2,785 3,300 2,630 1,624

最低（円） 535 1,564 2,070 886 683

　（注）　最高・最低株価は、平成18年３月１日より東京証券取引所市場第一部における株価であり、それ以前の平成18年

２月28日までは東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,178 1,017 1,036 947 927 1,096

最低（円） 924 900 933 683 703 865

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

取締役社長

社長執行役員

（代表取締役）

 重山　俊彦 昭和22年11月24日生

昭和45年４月 株式会社紀文（現株式会社紀文食

品）入社

昭和61年11月 同社取締役

平成４年４月 同社常務取締役

平成６年２月 同社専務取締役

平成９年６月 当社専務取締役（代表取締役）

平成15年６月 当社取締役社長（代表取締役）

平成17年６月 当社取締役社長（代表取締役）

社長執行役員（現任）

(注)３ 265

取締役

執行役員
経営管理部長 櫻井　茂雄 昭和31年10月18日生

昭和54年４月 キッコーマン醤油株式会社（現

キッコーマン株式会社）入社

平成14年10月 同社生産経理部長（参事）

平成18年６月 当社取締役執行役員経理部長

平成19年２月 当社取締役執行役員財務部長

平成20年２月 当社取締役執行役員経営管理

部長（現任）

(注)３ 1

取締役 　 染谷　光男 昭和16年１月26日生

昭和39年４月 野田醤油株式会社（現キッコーマ

ン株式会社）入社

平成５年７月 同社海外事業部長

平成８年３月 同社取締役

平成13年３月 同社取締役常務執行役員

平成13年12月 同社取締役常務執行役員国際事業

第１本部長兼国際事業第２本部長

平成16年６月 当社取締役（現任）

平成17年６月 キッコーマン株式会社取締役専務

執行役員国際事業第１本部長兼国

際事業第２本部長

平成18年６月 同社代表取締役専務執行役員国際

事業第１本部長兼国際事業第２本

部長（現任） 

平成20年４月 同社代表取締役社長ＣＯＯ

（現任）

(注)３ 3

取締役  根岸　康二 昭和21年７月24日生

昭和44年４月 キッコーマン醤油株式会社（現

キッコーマン株式会社）入社

平成12年６月 同社販売促進部長兼ナショナル・

セールス・マネジャー補佐

平成13年３月 同社執行役員プロダクト・マネ

ジャー

平成17年６月 当社取締役（現任）

平成18年６月 キッコーマン株式会社常務執行役

員プロダクト・マネジャー室長

（現任）

(注)３ 3
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

取締役  青木　良元 昭和16年10月24日生

昭和40年４月 利根コカ・コーラボトリング株式

会社入社

昭和60年11月 同社営業第一部長

平成元年11月 同社経営企画室長

平成３年３月 同社取締役

平成７年３月 同社常務取締役

平成９年３月 同社専務取締役

平成11年３月 同社取締役社長

平成19年３月 同社取締役相談役（現任）

平成19年４月 キッコーマン株式会社常勤顧問

（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

(注)３ 1

監査役

（常勤）
 榊原　満 昭和18年９月25日生

昭和41年４月 株式会社紀文（現株式会社紀文食

品）入社

昭和58年２月 鴨川化成工業株式会社（現株式会

社紀文フードケミファ）入社総務

部長

昭和59年６月 当社取締役総務部長

昭和62年６月 当社常務取締役総務部長

平成13年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)４ 117

監査役  近藤　忠男 昭和17年５月27日生

昭和42年４月 キッコーマン醤油株式会社（現

キッコーマン株式会社）入社

平成７年３月 同社経営企画部長

平成10年３月 同社取締役

平成13年３月 同社執行役員

社長室長代理兼経営企画部長

平成16年６月 同社常務執行役員

経営企画室長

平成16年６月 当社監査役（現任）

平成17年６月 キッコーマン株式会社取締役常務

執行役員経営企画室長

平成18年６月 同社取締役専務執行役員（現任）

平成20年４月 同社代表取締役専務執行役員経営

企画室長（現任）

(注)４ 2

監査役  河東　宗文 昭和29年１月20日生

昭和61年４月 裁判官任官

平成元年４月 東京弁護士会登録（現任）

平成18年６月 当社監査役（現任）

(注)５ 5

    計 400

　（注）１　取締役染谷光男、取締役根岸康二及び取締役青木良元は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

 　     ２　監査役近藤忠男及び監査役河東宗文は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり　

　　　　　ます。
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 　　　 ３　平成20年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

 　　　 ４　平成20年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 　　　 ５　平成18年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　６　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な

　人材の登用のため、執行役員制度を導入しております。

　執行役員は８名で構成されております。

　　　　７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査　

　役２名を選任しております。

　補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

　 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（百株）

　 川村　良弘 昭和27年５月２日生

昭和46年４月 株式会社紀文（現株式会社紀文食

品）入社

 平成15年２月 当社営業部大阪営業所長

 平成17年６月 当社執行役員管理部長

平成19年２月 当社執行役員内部監査室長

（現任）

44

　 　山﨑　孝一 昭和26年11月１日生 

昭和49年４月 キッコーマン醤油株式会社（現

キッコーマン株式会社）入社

 平成13年９月 同社経理部長

 平成16年６月 同社執行役員経理部長（現任）

2
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

 　 　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主をはじめとする各ステークホルダーに対す

 る、経営の透明性及び効率性を確保し向上させて、企業価値を最大化することを方針にしております。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの状況

      第87回定時株主総会(平成20年６月18日開催)において、社外取締役を３名選任し監視機能の強化を図ると

    ともに、執行役員制度を導入し、取締役会を経営方針の決定及び業務執行の監視を行う機関として明確に位

    置付け取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を図っております。経営上の意思決定、執行及び監督に係る

    経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、次の図のとおりです。
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 ・株主総会は、会社の最高意思決定機関として、取締役、監査役及び会計監査人を選任、解任いたします。

 　・会計監査人は、会計に関する部分を監査しております。

 ・監査役会は、取締役の職務遂行の適法性・妥当性・効率性等を検証し監査しております。

 ・取締役会は、経営に係る方針・意思決定及び執行役員の業務執行について監視しております。

 ・執行役員会は、執行役員とその他の部署長で構成され業務執行に関する重要事項を審議し、また各部門にお

ける業務を統制・監視しております。

 ・内部監査室は他部門から独立し、各部門を監査し適宜代表取締役社長に報告しております。
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（２）リスク管理体制の整備状況

　　 リスク管理については、製販会議・中央安全衛生委員会・安全衛生委員会を定期的に開催し、会社をとり

 まく諸問題について共通認識をもつとともに、必要な対応を協議・遂行しております。

     また、重要な法的課題及びコンプライアンスに関する事項については、社外の顧問弁護士に指導を受けて

 おります。

 　　　（３）役員報酬及び監査報酬の内容

　  当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下

  のとおりであります。

　

役員報酬：  　 　 監査報酬：  　

　  　 　 　  　

取締役に支払った報酬

（うち社外取締役）

66,328

(2,400)

千円 

千円

　 公認会計士法第２条第１項

に規定する業務に基づく報

酬

16,460千円

監査役に支払った報酬

（うち社外監査役）

17,355

(3,540)

千円

千円

　 上記以外の業務に基づく報

酬

2,272千円

計 83,683千円 　 計 18,732千円 

　　　（４）内部監査及び監査役監査の状況

　　  内部監査については、代表取締役社長直属の内部監査室（１名）が、内部監査規程に基づき各部門の業務執

　行状況を監査しております。内部監査は、年１回以上各部門を対象に実施を計画し、各部門の業務活動が法令

  等の諸規程、また会社の定款、諸規程に準拠して執行されているかを検証するとともに、業務改善、効率向上

  のための必要な助言、指導を行っております。また社内体制については、十分な内部牽制が働くよう、監査

　役・会計監査人等の助言により適宜見直しを行っております。

　　  監査役会は、監査役３名(うち2名は社外監査役)で構成され、各監査役は、監査役会で策定された監査方針

  に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、業務及び財産の状況調査を通して、取締役の職務

  執行を監査しております。

  　  （５）社外取締役及び社外監査役との関係

　　  当社の社外取締役染谷光男氏、根岸康二氏及び青木良元氏、また社外監査役近藤忠男氏はキッコーマン株式

  会社の役職員を兼務しております。当社は、同社の子会社であるとともに、同社との間において、定常的な営

  業取引を行っております。

      （６）会計監査の状況

            当社は、当事業年度より新日本監査法人と監査契約を結んでおり、会計監査業務を執行した公認会計士は、

  下記の２名であります。

 　　　　　 指定社員業務執行社員　　　吉田　高志氏

          　指定社員業務執行社員　　　須藤　修司氏

 　　　　 会計監査業務に係る補助者は下記のとおりであります。

　　　　　　公認会計士　　　　　    　６名

　　　　　　会計士補　　　 　         ５名

　    （７）責任限定契約の内容の概要

　          当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

　        責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10百万円または法令で

　        定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社

　        外監査役が責任の原因となった職務の遂行について、悪意及び重大な過失がない場合に限られます。

　    （８）取締役の定数

　          当社の取締役は12名以内とする旨を定款に定めております。

　    （９）取締役の選任の決議要件

　          当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

　　　　　株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

　    （10）剰余金の配当等の決定機関

　          当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

　　　　　除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配

　　　　　当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を目的とするものであります。
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　    （11）取締役及び監査役の責任免除の決定機関

　          当社は、会社法426条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役及び監査役(取締役、監査役で

          あったものを含む)の損害賠償責任を、法令の限度において取締役会の決議によって免除することができる旨

          を定款に定めております。これは、リスクを伴う重要な意思決定に際し迅速かつ適正な意思決定を促進するこ

          とを目的としたものであります。

　    （12）株主総会の特別決議要件

　　　　　  当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

　株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定め

　ております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

　うことを目的としたものであります。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表については監査法人トーマツにより監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事

業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表については新日本監査法人による監査を受けて

おります。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前事業年度　　監査法人トーマツ

　　当事業年度　　新日本監査法人

３　連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、

子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重

要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　    2.0 ％

売上高基準　　　　 　 3.2 ％

利益基準　　　　　　  0.8 ％

利益剰余金基準　　 　 0.4 ％
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   500,025   456,188  

２　受取手形 ※４　  230,225   178,112  

３　売掛金 　  3,183,173   2,773,367  

４　商品   174,261   151,065  

５　製品   835,637   797,300  

６　原材料   198,096   178,889  

７　仕掛品   4,271   6,322  

８　貯蔵品   205,873   226,914  

９　前渡金　   －   7,198  

10　前払費用   39,394   51,618  

11　繰延税金資産   179,539   104,959  

12　関係会社短期貸付金   －   120,000  

13　その他   42,430   26,594  

　　貸倒引当金   △6,655   △4,956  

流動資産合計   5,586,274 20.4  5,073,574 19.7

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物 ※１ 7,799,727   7,944,136   

減価償却累計額  2,067,029 5,732,698  2,352,580 5,591,555  

(2）構築物 　 2,056,282   2,118,462   

減価償却累計額  748,253 1,308,029  825,199 1,293,262  

(3）機械及び装置 　 15,761,289   16,093,847   

減価償却累計額  6,713,361 9,047,927  7,764,027 8,329,820  

(4）車両及び運搬具  58,037   60,385   

減価償却累計額  41,897 16,140  41,464 18,920  

(5）工具器具及び備品 　 730,082   769,340   

減価償却累計額  457,954 272,127  497,734 271,605  

(6）土地 ※１  3,768,343   3,774,776  

(7）建設仮勘定   3,890   5,924  

有形固定資産合計   20,149,157 73.5  19,285,864 74.9
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２　無形固定資産        

(1）特許権   3,433   2,918  

(2）利用権等   9,944   9,734  

(3）ソフトウエア   171,991   205,719  

(4）ソフトウエア仮勘定   42,259   －  

無形固定資産合計   227,627 0.8  218,372 0.8

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   560,240   438,054  

(2）関係会社株式   108,935   108,935  

(3）関係会社長期貸付金   60,000   －  

(4）長期前払費用   227,120   167,851  

(5）繰延税金資産   306,393   153,654  

(6）敷金保証金   113,804   210,372  

(7）会員権   71,146   70,921  

(8）その他   28,945   46,511  

貸倒引当金   △30,093   △23,701  

投資その他の資産合計   1,446,493 5.3  1,172,598 4.6

固定資産合計   21,823,278 79.6  20,676,835 80.3

資産合計   27,409,553 100.0  25,750,410 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　
 

EDINET提出書類

株式会社紀文フードケミファ(E00778)

有価証券報告書

30/62



  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金 　  1,492,463   1,201,399  

２　短期借入金 ※２  5,300,000   5,300,000  

３　一年以内返済予定の
長期借入金

※１  1,365,600   839,600  

４　未払金   454,273   291,045  

５　未払費用   989,403   909,577  

６　未払法人税等   520,470   184,216  

７　未払消費税等   235,548   34,380  

８　預り金   27,178   15,965  

９　賞与引当金   188,033   186,938  

10　その他   8,049   9,530  

流動負債合計   10,581,021 38.6  8,972,654 34.8

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※１  882,400   992,800  

２　長期預り金 　  －   14,600  

３　退職給付引当金   530,273   100,583  

４　未払役員退職慰労金   157,050   37,687  

固定負債合計   1,569,723 5.7  1,145,670 4.5

負債合計   12,150,745 44.3  10,118,324 39.3
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  3,585,338 13.1  3,585,338 13.9

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 2,720,803   2,720,803   

(2）その他資本剰余金 　 91   91   

資本剰余金合計 　  2,720,894 9.9  2,720,894 10.6

３　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 300,000   300,000   

(2）その他利益剰余金 　       

固定資産圧縮積立金 　 14,057   13,731   

別途積立金 　 6,000,000   7,000,000   

繰越利益剰余金 　 2,599,533   2,047,611   

利益剰余金合計 　  8,913,590 32.5  9,361,343 36.3

４　自己株式 　  △25,016 △0.1  △25,413 △0.1

株主資本合計 　  15,194,807 55.4  15,642,163 60.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

　　その他有価証券評価差額
金

　  64,000 0.3  △10,077 △0.0

評価・換算差額等合計 　  64,000 0.3  △10,077 △0.0

純資産合計 　  15,258,807 55.7  15,632,085 60.7

負債純資産合計 　  27,409,553 100.0  25,750,410 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　製品売上高  19,327,281   16,991,707   

２　商品売上高  4,914,803 24,242,085 100.0 5,217,925 22,209,632 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　製品期首棚卸高  667,037   835,637   

２　商品期首棚卸高  121,411   174,261   

３　当期製品製造原価 ※２ 13,058,345   12,625,505   

４　当期商品仕入高 　 3,707,276   3,684,073   

合計  17,554,070   17,319,477   

５　他勘定振替高 ※１ 123,186   126,692   

６　製品期末棚卸高  835,637   797,300   

７　商品期末棚卸高  174,261 16,420,984 67.7 151,065 16,244,419 73.1

売上総利益   7,821,100 32.3  5,965,213 26.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２
※３

 4,559,277 18.8  4,099,727 18.5

営業利益   3,261,823 13.5  1,865,485 8.4

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  1,211   2,291   

２　受取配当金  3,575   6,742   

３　為替差益  32,527   －   

４　受取損害金  －   2,507   

５　賃貸料  －   2,421   

６　その他  17,740 55,054 0.2 3,403 17,367 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  58,903   81,432   

２　為替差損  －   60,830   

３　株式交換関連費用  －   24,892   

４　債権譲渡損  667   －   

５　棚卸資産除却損  5,065   28,966   

６　その他  11,158 75,795 0.3 371 196,492 0.9

経常利益   3,241,082 13.4  1,686,360 7.6
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１　投資有価証券売却益 　 2,984   －   

２　貸倒引当金戻入益 　 193   6,177   

３  将来分返上認可による
過去勤務債務償却額

　 － 3,178 0.0 405,868 412,045 1.8

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除売却損 ※４ 86,740   132,114   

２　原材料仕入契約解約損 ※５ 176,957   －   

３　環境対策費用 ※６ 131,000   －   

４　その他  2,681 397,379 1.7 2,105 134,220 0.6

税引前当期純利益   2,846,881 11.7  1,964,186 8.8

法人税、住民税及び事業
税

 1,189,325   532,031   

法人税等調整額  △24,684 1,164,640 4.8 278,140 810,171 3.6

当期純利益   1,682,240 6.9  1,154,014 5.2
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  6,634,269 50.8 6,063,305 48.0

Ⅱ　労務費  2,074,612 15.9 2,049,036 16.2

Ⅲ　経費  4,346,935 33.3 4,515,214 35.8

１　減価償却費  (1,617,522) (1,773,327) 

２　電力・燃料費  (843,519) (877,079) 

３　その他  (1,885,892) (1,864,807) 

当期総製造費用  13,055,817 100.0 12,627,556 100.0

期首仕掛品棚卸高  6,799  4,271  

合計  13,062,616  12,631,827  

期末仕掛品棚卸高  4,271  6,322  

当期製品製造原価  13,058,345  12,625,505  

　（注）  　原価計算の方法

化成品　実際原価による工程別総合原価計算

飲料　　実際原価による組別総合原価計算
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③【株主資本等変動計算書】

  前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
 株主資本
   合計  資本

 準備金

 その他
  資本
 剰余金

  資本
 剰余金
  合計

  利益 
 準備金

その他利益剰余金

　利益
 剰余金
  合計

固定資産
圧縮積立　
　
　 金

別途　　積
立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月
31日残高

（千円）
3,585,338 2,720,803 91 2,720,894 300,000 14,147 4,200,000 3,445,979 7,960,126 △24,084 14,242,275

事業年度中の
変動額

           

固定資産圧
縮積立金の
取崩(注）

     △46  46 －  －

固定資産圧
縮積立金の
取崩

     △43  43 －  －

別途積立金
の積立て
（注）

      1,800,000 △1,800,000 －  －

剰余金の配
当（注）

       △706,275 △706,275  △706,275

役員賞与
（注）

       △22,500 △22,500  △22,500

当期純利益        1,682,240 1,682,240  1,682,240

自己株式の
取得

         △932 △932

株主資本以
外の項目の
事業年度中
の変動額
（純額）

           

事業年度中の
変動額合計

（千円）
－ － － － － △90 1,800,000 △846,445 953,464 △932 952,532

平成19年３月
31日残高

（千円）
3,585,338 2,720,803 91 2,720,894 300,000 14,057 6,000,000 2,599,533 8,913,590 △25,016 15,194,807

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 105,930 105,930 14,348,205

事業年度中の変動額    

固定資産圧縮積立金の取崩
(注）

  －

固定資産圧縮積立金の取崩   －

別途積立金の積立て（注）   －

剰余金の配当（注）   △706,275

役員賞与（注）   △22,500

当期純利益   1,682,240

自己株式の取得   △932

 株主資本以外の項目の事業
 年度中の変動額（純額）

△41,930 △41,930 △41,930

事業年度中の変動額合計　(千円） △41,930 △41,930 910,602

平成19年３月31日　残高　(千円) 64,000 64,000 15,258,807

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

  当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
 株主資本
   合計  資本

 準備金

 その他
  資本
 剰余金

  資本
 剰余金
  合計

  利益 
 準備金

その他利益剰余金

　利益
 剰余金
  合計

固定資産
圧縮積立　
　
　 金

別途　　積
立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月
31日残高

（千円）
3,585,338 2,720,803 91 2,720,894 300,000 14,057 6,000,000 2,599,533 8,913,590 △25,016 15,194,807

事業年度中の
変動額

           

固定資産圧
縮積立金の
取崩

     △325  325 －  －

別途積立金
の積立て

      1,000,000 △1,000,000 －  －

剰余金の配
当

       △706,261 △706,261  △706,261

当期純利益        1,154,014 1,154,014  1,154,014

自己株式の
取得

         △397 △397

株主資本以
外の項目の
事業年度中
の変動額
（純額）

           

事業年度中の
変動額合計

（千円）
     △325 1,000,000 △551,921 447,752 △397 447,355

平成20年３月
31日残高

（千円）
3,585,338 2,720,803 91 2,720,894 300,000 13,731 7,000,000 2,047,611 9,361,343 △25,413 15,642,163

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 64,000 64,000 15,258,807

事業年度中の変動額    

固定資産圧縮積立金の取崩   －

別途積立金の積立て   －

剰余金の配当   △706,261

当期純利益   1,154,014

自己株式の取得   △397

 株主資本以外の項目の事業
 年度中の変動額（純額）

△74,077 △74,077 △74,077

事業年度中の変動額合計  (千円) △74,077 △74,077 373,278

平成20年３月31日　残高  (千円) △10,077 △10,077 15,632,085
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

   

１　税引前当期純利益  2,846,881 1,964,186

２　減価償却費  1,753,104 1,934,415

３　貸倒引当金の増減額
（△減少額）　　　　　　

 △438 △6,177

４　賞与引当金の増減額
（△減少額）

 16,862 △1,095

５　退職給付引当金の
増減額（△減少額）

 7,352 △23,822

６　受取利息及び
受取配当金

 △4,786 △9,034

７　支払利息  58,903 81,432

８　投資有価証券売却益  △2,984 －

９　固定資産除売却損  86,740 132,114

10　棚卸資産除却損  5,065 28,966

11　将来分返上認可による過
去勤務債務償却額

 － △405,868

12　売上債権の増減額
（△増加額）

 △316,451 461,919

13  棚卸資産の増減額
（△増加額）

 △274,217 57,648

14　仕入債務の増減額
（△減少額）

 28,813 △291,063

15　未払費用の増減額
（△減少額）

 △210,751 △79,986

16　未払役員退職慰労金
増減額（△減少額）

 △30,712 △119,363

17  未収消費税等の増減額
（△増加額）

 175,632 －

18　未払消費税等の増減額
（△減少額）

 235,548 △201,167

19　役員賞与の支払額  △22,500 －

20　その他  37,029 △138,026

小計  4,389,090 3,385,076

21　利息及び配当金の
受取額

 4,786 9,034

22　利息の支払額  △61,223 △88,053

23　法人税等の支払額  △1,559,599 △863,462

営業活動による　　　　
キャッシュ・フロー

 2,773,054 2,442,594
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動による　　　　キャッ
シュ・フロー

   

１　有形固定資産の取得
による支出

 △3,006,784 △1,151,714

２　有形固定資産の売却
による収入

 95,158 3,100

３　無形固定資産の取得
による支出

 △103,867 △127,691

４　投資有価証券の取得
による支出

 △221,293 △3,942

５　投資有価証券の売却
による収入

 13,883 －

６　子会社株式取得による支
出

 △30,000 －

７　貸付による支出  △90,000 △90,000

８　貸付金の回収による
収入

 30,000 30,000

９　長期前払費用の支出額  △14,274 －

10　会員権の取得による
支出

 △19,190 －

11　その他  3,367 △20,444

投資活動による　　　　
キャッシュ・フロー

 △3,343,003 △1,360,693

Ⅲ　財務活動による　　　　キャッ
シュ・フロー

   

１　短期借入金の純増減額
（△減少額）

 2,500,000 －

２　長期借入れによる収入  － 1,000,000

３　長期借入金の返済
による支出

 △1,337,600 △1,415,600

４　配当金の支払額  △706,275 △703,609

５　その他  △932 △397

財務活動による　　　　
キャッシュ・フロー

 455,192 △1,119,606

Ⅳ　現金及び現金同等物
に係る換算差額

 － △6,131

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額（△減少額）

 △114,756 △43,836

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

 614,781 500,025

Ⅶ　現金及び現金同等物の
期末残高

 500,025 456,188
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

同左 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法によってお

ります。なお、評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左 

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

時価のないもの

同左

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

  移動平均法による原価法によっております。

  ただし、食材部門の商品及び原材料については最

  終仕入原価法によっております。

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

  移動平均法による原価法によっております。

      ただし、貯蔵品及び食材部門の商品等については

　　　最終仕入原価法によっております。

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法によっております。なお、耐用年数について

は下記のとおりであります。

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法によっております。なお、耐用年数について

は下記のとおりであります。　　 

建物 ： 16年～45年

構築物 ： 15年～30年

機械及び装置 ： ９年～10年

車両及び運搬具 ： ４年～７年

工具器具及び備品 ： ３年～８年

建物 ： 16年～45年

構築物 ： 15年～30年

機械及び装置 ： ９年～10年

車両及び運搬具 ： ４年～７年

工具器具及び備品 ： ３年～８年

  （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

 （追加情報）

法人税法改正に伴い、当事業年度より、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年に

わたり均等償却し、減価償却に含めて計上しておりま

す。

この変更による損益に与える影響は軽微であります。

(2）無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

定額法によっております。

(3）長期前払費用

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個々に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため、支給対象期間

に対応する支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　　　　　　　　　同左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生年度の翌事業

年度以降10年で費用処理しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生年度の翌事業

年度以降10年で費用処理しております。

過去勤務債務の償却は、発生年度に一括費用処理し

ております。 

 （追加情報）

　    当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年

　　　金基金の代行部分について、平成20年１月１日に厚

　　　生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けて

　　　おります。

 　 　当事業年度末日現在において測定される返還相当額

　　 （最低責任準備金）は721,074千円であり、当該返還

　　　相当額（最低責任準備金）の支払が当事業年度末日

　　  に行われたと仮定して「退職給付会計に関する実務

　　　指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度

　　　委員会報告第13号）第44－２項を適用した場合に生

　　　じる利益の見込額は250,709千円であります。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

６　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

６　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用しております。

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は15,258,807千

円であります。なお、当事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

　 ──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 ──────

　

 （損益計算書）

　　「賃借料」は、前事業年度において、営業外収益の「そ

の他」に含めておりましたが、当事業年度において、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しております。

なお、前事業年度の賃借料2,090千円であります。

　 ──────  （キャッシュ・フロー計算書）

投資活動によるキャッシュ・フローの「長期前払費　　

　　　用の支出額」と「会員権の取得による支出」は、当

期において、金額的重要性が乏しくなったため、「その

他」に含めております。

なお、当事業年度のその他に含まれている「長期前払

費用の支出額」は1,921千円、「会員権の取得による支

出」は650千円であります。

追加情報

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

         ────────────

　

         ────────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　担保に供している資産

岐阜工場の下記の資産は、借入金に対する抵当権を

設定しております。

※１　担保に供している資産

岐阜工場の下記の資産は、借入金に対する抵当権を

設定しております。

土地　　　　 604,466千円

建物 238,508千円

 計 842,975千円

上記に対応する債務  　

一年内長期借入金 183,600千円

長期借入金 426,400千円

 計 610,000千円

土地　　　　 604,466千円

建物 457,136千円

 計 1,061,603千円

上記に対応する債務  　

一年内長期借入金 183,600千円

長期借入金 242,800千円

 計 426,400千円

※２　当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行と当座貸越契約を締結しております。当事業年度

末における借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

※２　当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行と当座貸越契約を締結しております。当事業年度

末における借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越契約の総額 7,500,000千円

借入実行残高 5,300,000千円

差引額 2,200,000千円

当座貸越契約の総額 7,500,000千円

借入実行残高 5,300,000千円

差引額 2,200,000千円

   ３　偶発債務

 　　　債務保証

 　　　次の関係会社について、金融機関からの借入に

 　　　対して債務保証を行っております。

 　　　

保証先 金額（千円） 内容

㈱アクア食品 64,539 借入債務

計 64,539 -

   ３　偶発債務

 　　　債務保証

 　　　次の関係会社について、金融機関からの借入に

 　　　対して債務保証を行っております。

 　　　

保証先 金額（千円） 内容

㈱アクア食品 14,415 借入債務

計 14,415 -

※４　満期受取手形

当事業年度末日の満期手形の会計処理について　　　

は、手形交換日をもって決済処理を行っておりま

す。

なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業年度末日の残高に含まれ

ております。

　受取手形　　　　　　　　　　　　37,522千円

※４　

　──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　他勘定振替高は、次のとおりであります。 ※１　他勘定振替高は、次のとおりであります。

販売促進費 40,928千円

その他 82,258千円

計 123,186千円

販売促進費 43,872千円

その他 82,819千円

計 126,692千円

※２　研究開発費については一般管理費及び当期製品製造

原価に含まれており、その内訳は次のとおりであり

ます。

※２　研究開発費については一般管理費及び当期製品製造

原価に含まれており、その内訳は次のとおりであり

ます。

一般管理費 141,716千円

当期製品製造原価 161,973千円

計 303,690千円

一般管理費 88,627千円

当期製品製造原価 178,679千円

計 267,307千円

※３　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおり

　　　であります。

※３　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおり

　　　であります。

発送及び配送費 1,578,471千円

販売促進費 1,356,367千円

報酬・給料・手当 591,843千円

賞与引当金繰入額 48,496千円

退職給付費用 56,206千円

減価償却費 16,031千円

研究開発費 141,716千円

おおよその割合   

販売費 80％

一般管理費 20％

発送及び配送費 1,369,042千円

販売促進費 1,100,291千円

報酬・給料・手当 594,135千円

賞与引当金繰入額 50,188千円

退職給付費用 47,033千円

減価償却費 18,069千円

研究開発費 88,627千円

おおよその割合   

販売費 78％

一般管理費 22％

※４　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

建物 39,539千円

機械及び装置 36,144千円

車両及び運搬具 910千円

工具器具及び備品 1,561千円

その他 8,584千円

計 86,740千円

建物 4,136千円

機械及び装置 116,924千円

車両及び運搬具 1,179千円

工具器具及び備品 1,316千円

その他 8,556千円

計 132,114千円

※５　豆乳の原料である大豆仕入に関しましては、年間で

仕入契約を行なっております。87期の仕入数量は当

期初期の時点で前期伸長ベースにて契約を行いま

したが、豆乳売上高の伸びが予想以上に鈍化した結

果、87期の契約量を減量いたしました。

このため一部契約解除をいたしました。

※５   ──────

※６　廃棄物処分場（千葉県鴨川市）の環境対策工事費用

131,000千円であります。 

※６　 ──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（百株）

当事業年度増加株
式数（百株）

当事業年度減少株
式数（百株）

当事業年度末株式
数（百株）

発行済株式     

普通株式 282,816 － － 282,816

合計 282,816 － － 282,816

自己株式     

普通株式 306 5 － 311

合計 306 5 － 311

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加５百株は、単元未満株の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 706,275 25 平成18年３月31日 平成18年６月23日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月15日

取締役会
普通株式 706,261 利益剰余金 25 平成19年３月31日 平成19年６月21日

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（百株）

当事業年度増加株
式数（百株）

当事業年度減少株
式数（百株）

当事業年度末株式
数（百株）

発行済株式     

普通株式 282,816 － － 282,816

合計 282,816 － － 282,816

自己株式     

普通株式 311 3 － 315

合計 311 3 － 315

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加３百株は、単元未満株の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月15日

取締役会
普通株式 706,261 25 平成19年３月31日 平成19年６月21日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月15日

取締役会
普通株式 706,253 利益剰余金 25 平成20年３月31日 平成20年６月２日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  　現金及び現金同等物の期末残高は、貸借対照表の現金

及び預金と一致しております。

 　　　　　　　　　同左

（リース取引関係）

 　 前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成

　20年３月31日）　　

　　いずれにおいてもリース取引関係の当該事項はありません。
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（有価証券関係）

１. その他有価証券で時価のあるもの

区分

前事業年度（平成19年３月31日） 当事業年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの
      

　株式 114,280 243,268 128,988 40,769 97,652 56,883

小計 114,280 243,268 128,988 40,769 97,652 56,883

貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの
      

　株式 109,217 88,137 △21,080 186,671 112,796 △73,874

小計 109,217 88,137 △21,080 186,671 112,796 △73,874

合計 223,497 331,405 107,908 227,440 210,449 △16,990

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前事業年度、当事業年度共に減損処理を行ってお

りません。

２. 前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度
（自平成18年４月１日～至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日～至平成20年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却額（千円） 売却益の合計額（千円）

13,883 2,984 － －

　

３. 時価評価されていない有価証券

区分
前事業年度（平成19年３月31日） 当事業年度（平成20年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

子会社株式 108,935 108,935

その他有価証券

　非上場株式
228,834 227,604
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（デリバティブ取引関係）

　　　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成

　　20年３月31日）

　　　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と厚

生年金基金制度を併用しております。

なお、当社の所属している紀文厚生年金基金は昭和46

年８月に設立しております。

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と厚

生年金基金制度を併用しております。

なお、当社の所属している紀文厚生年金基金は昭和46

年８月に設立しております。

     また、当社は、厚生年金基金の代行部分について、平

　　 成20年１月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免

     除の認可を受けております。

２　退職給付債務及びその内訳 ２　退職給付債務及びその内訳

①　退職給付債務 3,540,637千円

②　年金資産（減算） 2,887,004千円

③　未積立退職給付債務 653,633千円

④　未認識数理計算上の差異

（減算）
123,359千円

⑤　退職給付引当金 530,273千円

①　退職給付債務 3,256,014千円

②　年金資産（減算） 2,299,582千円

③　未積立退職給付債務 956,432千円

④　未認識数理計算上の差異

（減算）
878,649千円

⑤　長期前払年金費用 22,799千円

⑥　退職給付引当金 100,583千円

     なお、厚生年金基金の代行部分返上に関し、当事業年

　　 度末日現在において測定された返還相当額（最低責任

　　 準備金）は721,074千円であり、当該返還相当額（最

　　 低責任準備金）の支払が当事業年度末日に行われたと　

　　 仮定して、「退職給付会計に関する実務指針（中間報

　   告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13

     号）第44－２項を適用した場合に生じる利益の見込額

　　 は250,709千円であります。

３　退職給付費用の内訳 ３　退職給付費用の内訳

①　勤務費用 214,675千円

②　利息費用 63,602千円

③　期待運用収益 △88,825千円

④　数理計算上の差異の　　　　　費用処

理額
57,572千円

⑤　従業員拠出額 △38,522千円

⑥　出向先負担額 △960千円

⑦　退職給付費用 207,543千円

①　勤務費用 201,604千円

②　利息費用 66,751千円

③　期待運用収益 △101,045千円

④　数理計算上の差異の　　　　　費用処

理額
52,954千円

⑤　従業員拠出額 △34,476千円

⑥　出向先負担額 △960千円

⑦　退職給付費用 184,828千円

４　退職給付債務の計算基礎 ４　退職給付債務の計算基礎

①　割引率 2.0％

②　期待運用収益率 3.5％

③　退職給付見込額の　　　　期間

配分方法
 期間定額基準

④　数理計算上の差異の　　　処理

年数
10年

①　割引率 2.0％

②　期待運用収益率 3.5％

③　退職給付見込額の　　　　期間

配分方法
 期間定額基準

④　数理計算上の差異の　　　処理

年数
10年

⑤　過去勤務債務の処理年数 一括

EDINET提出書類

株式会社紀文フードケミファ(E00778)

有価証券報告書

48/62



（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。 

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。 

　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産   

未払事業税 41,741千円

賞与引当金 76,510千円

退職給付引当金 215,768千円

未払役員退職慰労金 63,903千円

その他 141,526千円

繰延税金資産合計 539,451千円

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 9,611千円

その他有価証券評価差額金 43,907千円

繰延税金負債合計 53,518千円

繰延税金資産の純額 485,932千円

繰延税金資産   

未払事業税 16,922千円

賞与引当金 76,065千円

退職給付引当金 40,927千円

未払役員退職慰労金 15,334千円

その他有価証券評価差額金 6,913千円

その他 121,148千円

繰延税金資産合計 277,311千円

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 9,420千円

その他 9,277千円

繰延税金負債合計 18,697千円

繰延税金資産の純額 258,613千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.21％

住民税均等割等 0.65％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△0.02％

試験研究費特別控除による税額

控除
△0.03％

その他 △0.59％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
40.91％

法定実効税率 40.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.30％

住民税均等割等 0.94％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△0.06％

人材投資促進税制及び試験研究

費特別控除による税額控除
△0.05％

その他 △0.57％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
41.25％

（持分法損益等）

　　　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成

　　20年３月31日）　

　　　該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 　　　　 該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 　　　　 該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 540円13銭

１株当たり当期純利益   59円55銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり純資産額    553円35銭

１株当たり当期純利益     40円85銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,682,240 1,154,014

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,682,240 1,154,014

普通株式の期中平均株式数（株） 28,250,668 28,250,286

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　────── 　　　　──────
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  【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

㈱紀文食品 250,000 220,000

日清医療食品㈱ 49,877 54,865

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
60,000 51,600

㈱みずほフィナンシャルグループ 110 40,423

㈱千葉銀行 20,127 13,625

その他（13銘柄） 106,601 57,539

その他有価証券計 486,716 438,054

投資有価証券計 486,716 438,054

計 486,716 438,054
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 7,799,727 171,693 27,284 7,944,136 2,352,580 311,193 5,591,555

構築物 2,056,282 96,037 33,857 2,118,462 825,199 104,036 1,293,262

機械及び装置 15,761,289 697,631 365,073 16,093,847 7,764,027 1,315,237 8,329,820

車両及び運搬具 58,037 11,884 9,536 60,385 41,464 5,274 18,920

工具器具及び備品 730,082 77,369 38,111 769,340 497,734 76,613 271,605

土地 3,768,343 6,433 － 3,774,776 － － 3,774,776

建設仮勘定 3,890 331,806 329,772 5,924 － － 5,924

有形固定資産計 30,177,653 1,392,855 803,636 30,766,871 11,481,006 1,812,355 19,285,864

無形固定資産        

特許権 67,970 － － 67,970 65,052 515 2,918

利用権等 19,094 － － 19,094 9,360 209 9,734

ソフトウェア 294,583 95,354 23,942 365,995 160,276 61,626 205,719

ソフトウェア仮勘定 42,259 13,366 55,625 － － － －

無形固定資産計 423,908 108,720 79,567 453,061 234,689 62,351 218,372

長期前払費用 227,120 1,921 61,190 167,851 － － 167,851

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物   　　　　鴨川工場　 　化成品製造設備               29,640千円

 　　　　　　　岐阜工場 　　飲料製造設備　　　　　　　  110,416千円

 　　　　　　　埼玉工場 　　飲料製造設備　　　　　　　   25,279千円

構築物　　　　 鴨川工場　 　化成品製造設備               59,174千円

 　　　　　　　岐阜工場 　　飲料製造設備　　　　　　　   32,762千円

機械及び装置 　鴨川工場 　　化成品製造設備              123,234千円

               岐阜工場 　　飲料製造設備　　　　　　　  110,923千円

 　　　　　　　埼玉工場 　　飲料製造設備　　　　　　　  230,649千円

 　　　　　　　新埼玉工場　 飲料製造設備                205,394千円

　　　　　　　 新埼玉工場   調味料製造設備               27,429千円

建設仮勘定　　 鴨川工場　　 化成品製造設備　　　        157,003千円

　　　　　　　 岐阜工場     飲料製造設備                 80,936千円

               新埼玉工場   飲料製造設備                 79,501千円

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置   埼玉工場     飲料製造設備                167,923千円
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【社債明細表】

            該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,300,000 5,300,000 1.15  平成20年６月30日

１年以内に返済予定の長期借入金 1,365,600 839,600 0.84 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 882,400 992,800 1.35  平成24年12月28日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － －  　　　　　　　 －

その他の有利子負債 － － －  　　　　　　　 －

合計 7,548,000 7,132,400 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額は

以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 383,600 259,200 200,000 150,000

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 36,748 4,956 1,912 11,134 28,658

賞与引当金 188,033 186,938 188,033 － 186,938

　（注）　貸倒引当金の当期減少額（その他）11,134千円は、債権回収による取崩額及び洗い替えによる戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,136

預金  

当座預金 39,917

普通預金 366,664

その他 48,470

預金計 455,052

合計 456,188

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ナムダ㈱ 40,488

イワキ㈱ 15,532

木村産業㈱ 14,369

㈱バンダイ 14,297

㈱ニッシン 13,272

その他 80,152

合計 178,112

(ロ）期日別内訳

月別 金額（千円）

平成20年４月 52,400

　 〃　 ５月 50,892

　 〃　 ６月 67,480

　 〃　 ７月 7,339

合計 178,112

③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱紀文食品 607,110

㈱日本アクセス 425,362

FMC CORPORATION 244,586

伊藤忠食品㈱ 133,526

明治乳業㈱ 89,888

その他 1,272,891

合計 2,773,367
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(ロ）売掛金の発生及び回収状況並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

3,183,173 23,256,114 23,665,920 2,773,367 89.5 46.9

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。
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④　棚卸資産

勘定科目 品名 金額（千円）

商品

飲料 15,020

業務用食品 133,647

増粘・安定剤他 2,397

合計 151,065

製品

ヒアルロン酸 230,838

ロイド 118,458

アルギン 112,247

その他の化成品 24,169

豆乳等飲料 298,599

調味料 12,987

合計 797,300

原材料

レッソニア 46,685

混合材料 26,306

大豆他豆乳原料 46,249

飲料容器資材他 46,207

調味料 13,439

合計 178,889

仕掛品

アルギン酸ゲル 5,864

仕込原料・薬品 73

調味料 384

合計 6,322

貯蔵品 消耗品他 226,914

合計 1,360,491

⑤　買掛金

相手先 金額（千円）

日本テトラパック㈱ 441,123

㈱紀文産業 274,622

(資)永山定義商店 40,850

㈱ヤマヨ 36,015

㈲中浜商店 35,486

その他 373,300

合計 1,201,399

 ⑥　未払金

相手先 金額（千円）

東急建設㈱ 34,503
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相手先 金額（千円）

大日本土木㈱ 31,395

㈱マツボー 23,415

㈱関東日立 17,915

愛新㈱ 16,905

その他 166,912

合計 291,045

⑦　未払費用

相手先 金額（千円）

㈱紀文フレッシュシステム 115,470

日本テトラパック㈱ 60,682

ＡＢＣロジテム㈱ 53,359

㈱日本アクセス 34,990

理工協産㈱ 24,104

その他 620,971

合計 909,577

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券

及び100株未満の端数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額として100円を加算した額

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得な

い時由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行なう。

公告掲載URL

http://www.kibunfc.co.jp

株主に対する特典

毎年３月31日現在、100株以上1,000株未満を所有する株主に対して、1,500円相

当、1,000株以上を所有する株主に対して、3,000円相当の当社製品を贈呈いたし

ます。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法166条第１項の規定に

　　 よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以　　　

     外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

　１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　２【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第86期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月21日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

証券取引法第24条の２第１項の規定に基づく有価証券報告書の訂正報告書であります。平成19年９月25日関

東財務局長に提出。

(3）半期報告書

　　　（第87期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月17日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定

に基づく臨時報告書であります。平成20年２月26日関東財務局長に提出。

(5) 臨時報告書の訂正報告書

金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書であります。平成20年３月19日関

東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

   平成19年６月20日

株式会社　紀文フードケミファ    

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三添　禎四郎　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 楠山　正典　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社紀

文フードケミファの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第86期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社紀文

フードケミファの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月13日

株式会社　紀文フードケミファ    

 取締役会　御中   

 新日本監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 吉田　高志　　印

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 須藤　修司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社紀文フードケミファの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第８７期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社紀文

フードケミファの平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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